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令和７年度北海道最低賃金額の改正を答申 

― 北海道地方最低賃金審議会は時間額 1,075円に改正が適当と答申 ― 

  

北海道地方最低賃金審議会（会長 亀
かめ

野
の

 淳
じゅん

）は、令和７年８月８日に開催された第３回

北海道地方最低賃金審議会において、北海道労働局長（村松
むらまつ

 達也
た つ や

）に対し、北海道最低

賃金額を６５円引上げ、１，０７５円（対前年引上率６．４４％）に改正することが適当である

旨の答申を行いました。 

 

今後は、この答申を受け、異議申出の公示等の諸手続を経て、北海道最低賃金額が

決定されることになります。 

改正額の効力発生年月日は、現時点では令和７年１０月４日が見込まれます。 

 

最近の北海道最低賃金額の改定状況は、下記【参考１】のとおりです。 

なお、北海道労働局においては、最低賃金や賃金の引上げを行い生産性向上に取り

組む中小企業・小規模事業者に向けて下記【参考２】による支援策を講じています。 

 

【参考 1】北海道最低賃金額の推移 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

最低賃金額 ８８９円 ９２０円 ９６０円 １，０１０円 １，０７５円 

対前年引上額 ２８円 ３１円 ４０円 ５０円 ６５円 

対前年引上率 ３．２５％ ３．４９％ ４．３５％ ５．２１％ ６．４４％ 

 

【参考２】最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援事業 

 １ 賃金引上げ特設ページ 

厚生労働省 

北海道労働局 労働基準部 賃金室 
室  長   牧野 雅彦 
室長補佐   菅原 光一 

  直通電話 011-788-6576 
代表電話 011-709-2311（内線 3531） 

厚 生労 働省 北海 道労働 局発 表 

令 和 ７ 年 ８ 月 １ ２ 日 

 



（ 北海道道政記者クラブ、北海道経済記者クラブ 同時提供 ） 

    この特設ページは、賃金引き上げを実施した企業の取り組み事例や、各地域における平均

的な賃金額がわかる検索機能など、賃金引き上げのために参考となる情報を掲載しています。 

【ホームページ】 https://saiteichingin.mhlw.go.jp/chingin/ 

 

２ 「賃上げ」支援助成金パッケージ 

 厚生労働省は、生産性向上（設備・人への投資等）や、非正規雇用労働者の処遇改善、よ

り高い処遇への労働指導等を通じ、労働市場全体の「賃上げ」を支援しています。 

【ホームページ】https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/package_00007.html 

   

３ 北海道働き方改革推進支援センター 

中小企業・小規模事業者の皆様のために、助成金の活用などのご相談に対応するほか、生産 

性の向上を始め働き方改革に関する相談や訪問支援することなどを目的に、北海道働き方改革 

推進支援センター（厚生労働省委託事業）を設置しています。 

【相談窓口】  電話０８００－９１９－１０７３（通話無料）（平日 9：00～17：00） 

【E－mail】  hokkaido@workstylereform.net 

【ホームページ】  https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/consultation/hokkaidou/ 

 

【添付資料】 

   １．北海道労働局長の答申文（写） 

   ２．北海道の最低賃金一覧（北海道最低賃金・特定最低賃金） 

   ３．賃金引上げ特設ページリーフレット 

   ４．「賃上げ」支援助成金パッケージリーフレット 

   ５．北海道働き方改革推進支援センターリーフレット 
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○写  

令 和 ７ 年 ８ 月 ８ 日 

  

 北海道労働局長 村松 達也 殿 

 

北海道地方最低賃金審議会 

会長  亀野 淳 

 

 

北海道最低賃金の改正決定について（答申） 

 

 北海道地方最低賃金審議会（以下「当審議会」という。）は、令和７年７月 14 日、北海道

労働局長から諮問された北海道最低賃金の改正決定について、慎重に調査審議を重ねた結果、

別紙１のとおりの結論に達したので報告する。 

 また、北海道最低賃金と生活保護との比較については、別紙２のとおり確認した。 

 

１ 本年度の北海道最低賃金の改正金額に関し、労使各側の意見の一致をみるに至らなかっ

た。 

 

２ 当審議会は、北海道最低賃金が地域経済を支える上でも、地域の労働者の生活と賃金、

地域産業の持続性を支える上でも重要な役割を果たしていることを踏まえつつ、事業継続

と雇用の維持、労働者の生活・くらしを守ることを最優先課題として官民、労使を挙げて

尽力している状況について特段の配慮をすることが重要であるとの委員全員による共通

理解の下で審議を行った。 

 

３ 本年度の調査審議に当たっても、最低賃金法のいわゆる３要素を考慮した審議を行った。

具体的な内容は次のとおりである。 

（１）労働者の生計費 

労働者の生計費に関する指標である消費者物価指数を見ると、「持家の帰属家賃を除

く総合」は、昨年の改定後の北海道最低賃金が発効した時期である令和６年 10 月から

令和７年６月までの期間で見た場合は、全国の平均 3.9％に対し、北海道は平均 4.1％と

高い水準となっており、前年同期の令和５年 10 月から令和６年６月までの平均 3.6％

と比較しても引き続き高い水準で推移している。 

さらに、最低賃金に近い賃金水準の労働者の生活に密接に関連する「食料」について
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見ると、令和６年 10 月から令和７年６月までの期間は平均 6.5％で、前年同期の令和

５年 10 月から令和６年６月までの平均 5.2％から上昇するなど引き続き高い水準とな

っている。 

このように、消費者物価の上昇が続く中では、最低賃金近傍の賃金水準にある労働者

の購買力が低下し、生活が苦しくなっている者も少なくないと考えられる。 

（２）賃金 

賃金に関する指標を見ると、今年の連合北海道春季生活闘争（第 7 回集計結果）にお

ける組合規模計での賃上げ率は 4.91％（昨年同時期 4.51％）、これに対し全国は 5.25％

（昨年 5.10％）であった。日本経済団体連合会 2025 年春季労使交渉・中小企業月例賃

金回答集計結果における従業員 500 人未満事業所の賃上げ率は 4.35％（昨年 3.92％）

となっており、いずれも昨年よりも高い水準となっている。また、日本商工会議所の中

小企業の賃金改定に関する調査における正社員の賃上げ率は 4.03％（昨年 3.62％）、パ

ート・アルバイト等の賃上げ率は 4.21％（昨年 3.43％）となっている。 

賃金改定状況調査結果の第４表③における賃金上昇率（北海道が属するＢランク（産

業計））は 3.4％（昨年 2.9％）であった。 

（３）通常の事業の賃金支払能力 

法人企業景気予測調査（財務省北海道財務局）による北海道の中小企業の景況判断

BSI（％ポイント）は、今年１～３月▲19.7、４～６月▲4.6、７～９月（見通し）1.4 で

あるところ、全国の状況は、今年１～３月▲12.7、４～６月▲12.3、７～９月（見通し）

▲5.8 であった。企業短期経済観測調査（北海道）、（日本銀行札幌支店）による中小企

業の業況判断（「良い」－「悪い」・％ポイント）は、昨年 12 月 19、今年３月 18、６月

16 であるところ、全国の状況（中小企業）は、昨年 12 月 10、今年３月 10、６月 10 と

推移していることなどから、北海道の景況等は全国と同等あるいはやや高い水準となっ

ている。一方、中小零細企業の中には、原材料費や人件費などのコスト上昇分の価格転

嫁ができず、賃上げ原資を確保することが難しい企業も少なくないことにも留意した。 

 

このように、いわゆる 3 要素のデータを全般的にみると、昨年度以上に北海道の物価

上昇率が高くなっており、全国平均よりも高い水準で推移していることが認められる。

また、北海道における賃金上昇率についても昨年を上回る水準であること、企業全体の

景況や業況も全国と同等あるいはやや高い水準であることが認められる。 

加えて、昨年度の審議において、北海道の最低賃金の決定においても、最低賃金の地

域間格差の是正に配意する必要があるという議論を行ったことを踏まえ、今年度の審議

においては、北海道は全国 13 番目（現時点）であるが、全国加重平均との差が拡大し

ていることから、この点も勘案した。 
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以上のことを総合的に勘案し、今年度の引上げ額については、中央最低賃金審議会の

引上げ額の目安に 2 円上乗せした 65 円にすることが適当であると考えられる。 

 

４ 当審議会は、北海道労働局に対し、関係機関との連携を強化し、中小企業・小規模事業

者が継続して賃上げしやすい環境整備をより一層推進することを求める。特に、賃金引上

げに関する業務改善助成金、キャリアアップ助成金などについて、最低賃金引上げの影響

を受ける小規模事業者が活用しやすくするとともに、支給までの期間をより短縮できるよ

う、実効性のある施策を行うよう強く要望する。 

また、当審議会は、政府に対し、以下の３点を強く要望する。 

①  物価上昇が続いていることを踏まえ、中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げし

やすい環境整備に関し、生産性の向上に対する支援を強化するとともに、官公需にお

ける対応や価格転嫁対策を含めた取引条件の改善等により一層取り組むこと。 

②  取引を適正化することも重要な課題であり、中小企業・小規模事業者が賃上げの原

資を確保できるよう、労務費、原材料費・エネルギーコストの上昇分の適切な転嫁に

向けた環境を整備するため、独占禁止法、下請法改正法（中小受託取引適正化法）に

基づく取引の適正化の取組強化を検討するとともに、「労務費の適切な転嫁のための

価格交渉に関する指針」の周知徹底を図ること。 

③  パートナーシップ構築宣言について、取引適正化に関する自主行動計画を制定し

ている各業界団体の会員企業に対して宣言を働き掛けるとともに、生産性向上関連

の補助金における加点措置を拡充すること等により、宣言の更なる拡大を図ること。 

 

５  最低賃金の改正の答申から企業が賃金の引上げを行うための準備期間を確保するため、

改正の効力発生を１月または４月などを指定日とすべきとの使用者代表委員からの意見

があった。労働者代表委員からは、発効時期を繰り下げることは、最低賃金の近傍で働く

労働者に不利益が生じるとの意見があった。当部会としては、発効時期の繰下げを北海道

のみで実施することとなった場合には他地域とのバランスの問題が生じることから、制度

改正を含め、中央最低賃金審議会で議論されるべきとの見解に至った。 

 

６ 当審議会において、労使各側から、次のとおり主張があった。 

労働者代表委員から、「今回採決され決定した 65 円は、目安に２円上乗せされた金額

であり、地域間格差是正に向けたものであると受け止め、労働者側としても一定の前進が

図られたことは評価できる。しかし、依然として全国加重平均とは乖離していることか

ら、今後も継続的な是正に重点を置いた審議が求められていると考える。多くの未組織労

働者は自身の賃金の引上げには関与できず、北海道地方最低賃金審議会で答申される金 
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額が一つの基準になると思われる。また、持続的な地域最賃の引上げには、パートナーシ

ップ構築宣言及び北海道政労使会議で採択された共同宣言について、全ての企業におい

て遵守することが求められ、労務費を含めた適正な価格での取引や価格転嫁について、よ

り一層の前進を期待したい。」との意見があった。 

使用者代表委員から、「賃上げは極めて重要と認識しており、働く人々のセーフティー

ネットとして、全ての企業に例外なく罰則付きで適用される最低賃金の引上げは、法定 3

要素のデータに基づく審議が重要であり、とりわけ、企業の賃金支払い能力を重視すると

の見解に変わりはないが、今年度は物価高騰の中、生計費も十分考慮に入れ、「物価上昇

を上回る賃上げを目指す」との主旨から全国の消費者物価指数（頻繁に購入する品目）の

上昇率プラス 1％の額を専門部会に提示したものの、その額は中央最低審議会が示した目

安には届かないものになった。審議会においては、政府方針（2020 年代に 1,500 円、地域

間格差是正）に配慮することは理解するものの、あまりにも配慮のウエイトが高いと判断

せざるを得ない。今後、政府においては、「地方審議会」の在り方や引上げの可能性及び地

域間格差の是正について、骨太の方針にある「5 か年計画」を早急に具現化し、効果検証

をした上で検討するべきものであり、「金額ありき」の考え方には疑問を表したい。 

本来、賃上げは実情に即した、持続可能な引上げをしていくべきであり、急激な引き上

げは、中小企業の経営に与えるインパクトは大きく、経営者の想定を大きく上回る金額の

ため、資金調達を含めた諸課題に対応する期間を確保するためにも、次回以降は改正時期

を年明け 1 月とする議論も真摯に行っていただきたい。 

原材料・エネルギー価格の高騰により仕入れコストが大きく上昇している中、必要な利

益を削りながら賃上げ原資の確保に苦慮する企業への配慮も今後さらに必要であり、価格

転嫁を促す枠組みの実効性を向上させることが重要である。」との意見があった。 



別紙１ 

 

 

北海道最低賃金 

 

１ 適用する地域 

  北海道の区域 

 

２ 適用する使用者 

  前号の地域内で事業を営む使用者 

 

３ 適用する労働者 

  前号の使用者に使用される労働者 

 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

  １時間 １，０７５円 

 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

  精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

６ 効力発生日 

  法定どおり 
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北海道最低賃金と生活保護との比較について 

 

１ 北海道最低賃金 

(１) 件   名   北海道最低賃金 

(２) 最低賃金額   時間額 ９６０円 

(３) 発 効 日   令和５年１０月１日 

 

２ 生活保護水準 

(１) 比較対象者 

１８〜１９歳・単身世帯者 

(２) 対象年度 

令和５年度 

(３) 生活保護水準（令和５年度） 

生活扶助基準（第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費）の北海道内の人口加重平均に

住宅扶助の実績値を加えた金額（１０６，６０１円） 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

 上記１の（２）に掲げる金額の１箇月換算額（註）と上記２の（３）に掲げる金額と比較

すると北海道最低賃金が下回っているとは認められなかった。 

 

 

（註）１箇月換算額 

960 円（北海道最低賃金）×173.8（１箇月平均法定労働時間数）×0.807（可処分所得の総所得に

対する比率）＝134,646 円 
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「みんなチェック！最低賃金。」 

北海道の最低賃金 
  地域別最低賃金 

  特定最低賃金 

最低賃金の件名 最低賃金額（円） 特定最低賃金の適用が除外される者 

処理牛乳・乳飲料、乳製品、

砂糖・でんぷん糖類製造業 

時間額 

１,０４８ 
６．１２．１発効 

１ １８歳未満又は６５歳以上の者 

２ 雇入れ後３月未満の者であって、技能習得中のもの 

３ 清掃、片付け、整理、雑役又は炊事の業務に主として従事 

する者 

４ 手作業による洗浄、皮むき、選別、包装又は箱詰めの業務 

に主として従事する者 

鉄 鋼 業 
 

※「鉄素形材製造業」及び「その他の鉄

鋼業」を除く 

時間額 
１,１００ 

６．１２．１発効 

１ １８歳未満又は６５歳以上の者 

２ 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 

３ 清掃、片付け、整理、雑役又は炊事の業務に主として従事

する者 

４ みがき又は塗油の業務に主として従事する者 

電子部品・デバイス・電子

回路、電気機械器具、情報

通 信 機 械 器 具 製 造 業 

 
※「発電用・送電用・配電用電気機械器

具製造業」、「産業用電気機械器具製造

業」、「電球・電気照明器具製造業」及び

「医療用計測器製造業（心電計製造業を

除く。）」を除く 

時間額 
 

１,０４９ 
６．１２．１発効 

１ １８歳未満又は６５歳以上の者 

２ 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 

３ 清掃、片付け、整理、雑役又は炊事の業務に主として従事

する者 

４ みがき又は塗油の業務に主として従事する者 

５ 手作業による検品、検数、選別、材料若しくは部品の送給

若しくは取りそろえ、運搬、洗浄、包装、袋詰め、箱詰め、

ラベルはり、メッキのマスキング又は脱脂の業務（これら

の業務のうち、流れ作業の中で行う業務を除く。）に主と

して従事する者 

６ 熟練を要しない手作業又は手工具若しくは操作が容易な

小型電動工具を用いて行う曲げ、切り、組線、巻き線、か

しめ、バリ取りの業務（これらの業務のうち、流れ作業の

中で行う業務は除く。）に主として従事する者 

船 舶 製 造 ・ 修 理 業 、 

船 体 ブ ロ ッ ク 製 造 業 
 

※「木造船製造・修理業」及び「木製漁

船製造・修理業」を除く 

時間額 

１,０４０ 

６．１２．１発効 

１ １８歳未満又は６５歳以上の者 

２ 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 

３ 清掃、片付け、整理、雑役又は炊事の業務に主として従事

する者 

４ みがき又は塗油の業務に主として従事する者 

  ●最低賃金には、精皆勤手当、通勤手当、家族手当、臨時に支払われる賃金、１か月を超える期間ごとに支払われる賃金、時間外等割増賃金は算入 

されません。 

   ●最低賃金は、会社員、パート、アルバイトの方、学生さんなど働くすべての人に適用されます。 

   ●二つ以上の最低賃金の適用を受ける場合には、高い額の最低賃金が適用されます。 

   ●派遣労働者は、派遣先の地域（産業）に適用される最低賃金が適用されます。 

   ●中小企業・小規模事業者のみなさまへの支援策を行っております。 

・賃金引上げを支援する「業務改善助成金」は北海道労働局 雇用環境・均等部企画課（011-788-7874）までお気軽にご相談下さい。 

・賃金引上げにお悩みの方は「北海道働き方改革推進支援センター」（0800-919-1073）までお気軽にご相談下さい。（相談無料） 
    

   ・最低賃金についての詳しいことは、北海道労働局（電話 011-709-2311）又は最寄りの労働基準監督署（支署）へお問い合わせ下さい。 

   ・北海道労働局ホームページアドレス https://jsite.mhlw.go.jp/hokkaido-roudoukyoku/ 

 

 

         最低賃金 特設サイト   検 索  ⇒          北海道労働局   検 索  ⇒         賃金引上げ特設ページ   検 索  ⇒   

 

  厚生労働省 北海道労働局 労働基準監督署（支署） 

 

最低賃金の件名 最低賃金額（円） 適用労働者等の範囲 

北海道最低賃金 

 時間額 

     １,０７５ 

７．１０．４発効予定 

北海道内の事業場で働くすべての労働者及びその

使用者に適用されます。 



https://saiteichingin.mhlw.go.jp/chingin/ 
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• 賃上げと設備投資等を含む生産性向上に資す

る計画の作成が必要

• 中小企業が利用可能

• 助成額は、賃金の引き上げ額、引き上げ労働者

数等によって決定

• 交付決定を受けた後に設備投資等を行う

賃上げ＋設備投資活用のポイント

賃金引き上げの支援策

厚生労働省は事業主の皆さまの賃上げを支援しています

賃金引き上げ
事業主の皆さまへ

賃上げコース区分 助成上限額

30円コース 30～130万円

45円コース 45～180万円

60円コース 60～300万円

90円コース 90～600万円

業務改善助成金

事業場内最低賃金を引き上げ、設備投資等を行った中小企業に、その費用の一部を助成します。
中小企業で働く労働者の賃金引き上げのための生産性向上の取り組みが支援対象 （※）です。
※申請前の賃金引き上げ、交付決定前の設備投資は対象となりません。

30人の事業場で、事業場内最低賃金労働者5人の時給を45円引き上げた場合、設備投資に

かかった費用に対し最大10０万円が助成されます。
活用例

• 賃金規定等の増額改定に関するキャリアアッ

プ計画の作成が必要

• 中小企業、大企業どちらも利用可能

• 原則、事業所内全ての非正規雇用労働者の賃

金規定等を改定する必要あり

• 改定にあたり職務評価を活用した場合、昇給

制度を新たに規定した場合は助成額を加算

非正規雇用労働者の賃上げ活用のポイント

キャリアアップ助成金 （賃金規定等改定コース）

非正規雇用労働者の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定し、その規定を適用させた場合に助成します。
パートタイム労働者など非正規雇用労働者の賃金引き上げが対象です。

中小企業が賃金規定等を５％増額改定し、10人の有期雇用労働者の賃金引き上げを実施した

場合、65万円が支給されます。
活用例

非正規雇用労働者の
賃上げ率の区分

助成額
（１人当たり）

３％以上4％未満の場合 ４万円(2.6万円)

4％以上5％未満の場合 5万円(3.3万円)

5％以上6％未満の場合 6.5万円(4.3万円)

6％以上の場合 7万円(4.6万円)

• 労働時間削減等の取組計画の作成が必要

• 中小企業や中小企業が属する団体が利用可能

• 助成額は、成果目標の達成、賃金の引き上げ

額、賃金を引き上げた労働者数等により決定

• 交付決定を受けた後に設備投資等を行う

労働時間削減等の取組

（賃上げ）＋設備投資等
活用のポイント

コース区分
助成上限額

基本
部分

賃上げ
加算

業種別課題対応コース（※１）
25～
550万円

６～
360万円
（※２）

労働時間短縮・年休促進支援コース
25～
200万円

勤務間インターバル導入コース
50～
120万円

働き方改革推進支援助成金

労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小企業事業主に、外部専門家のコン
サルティング、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、成果を上げた場合に助成します。

建設業の事業場が設備投資等を実施して、36協定で設定する時間外・休日労働時間数の上限を

引き下げた場合等に、設備投資等にかかった費用に対し最大25～550万円が助成されます。
活用例

（※１）建設業の場合
(※２)労働者数30人以下の場合は倍額を加算
（※３）別途団体向けのコースあり（助成上限額1 ,000万円）

(※)括弧内の金額は、大企業の場合の助成額。１年度１事業所あたりの支給申請上限人数は100人。



• 雇用管理制度又は従業員の作業負担を軽減する

機器の導入計画の作成、実施後の離職率の低下

が必要

• 原則、中小企業、大企業どちらも利用可能(※)

• 助成額は、雇用管理制度・導入機器に応じて決定

• 対象労働者の賃上げ（５％以上）で、助成額を加算

雇用管理改善の取り組み
（賃上げ加算）活用のポイント区分 助成額（※１・２）

①賃金規定制度
②諸手当等制度
③人事評価制度

50万円
（40万円）

④職場活性化制度
⑤健康づくり制度

25万円
（20万円）

⑥作業負担を軽減する機器等
導入経費の62.5％

（50％）

人材確保等支援助成金 （雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）

人材確保のために雇用管理改善につながる制度等（賃金規定制度、諸手当等制度、人事評価制度、

職場活性化制度、健康づくり制度）の導入や雇用環境の整備（従業員の作業負担を軽減する機器等の
導入）により、離職率低下を実現した事業主に対して助成します。

複数の雇用管理制度や作業負担を軽減する機器等を導入し、賃上げ（５％以上）を行った場合、

最大287.5万円が支給されます。
活用例

（ Ｒ ７ ． ４ ）

支援策の詳細はHPをチェック

厚生労働省HP

「賃上げ」支援助成金パッケージ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku

nitsuite/bunya/package_00007.html

(※) 賃金規定制度は中小企業のみ利用可能

(※１)括弧内の金額は、賃上げを行った場合以外の助成額又は助成率。

（※２）①～⑤を複数導入した場合の上限額は100万円（80万円）。⑥を導入した場合の上限額は187.5万円（150万円）。

• 職業訓練実施計画を作成し、訓練開始前に労働
局への提出が必要。計画に沿って訓練を実施し
た後、申請

• 10時間以上のOFF-JTによる訓練等が対象
• 中小企業、大企業どちらも利用可能
• 助成額は、訓練内容、企業規模により決定

職業訓練＋経費助成等
（訓練終了後の賃上げ等加算）

活用のポイント区分（※） 賃上げした場合の助成率・額

①賃金助成額
労働者1人１時間あたり

５００円・1000円

②経費助成率
訓練経費の45％～100％
※制度導入に係る助成の場合は、
2４万円・36万円

③ＯＪＴ実施助成額
1人１コースあたり

12万円～２５万円

人材開発支援助成金

職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させるための職業訓練等を実施した場合等に訓練
経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成します。

活用例

※訓練コース・メニューによって上記区分①～③のいずれが支給されるか異なります（①～③全てが支給される場合もあれば②のみとなる場合もあります。）。

中小企業事業主が、正規雇用労働者1人につき、10時間の訓練（※１）（訓練経費10万円）を受講させ、
訓練終了後、訓練受講者の賃上げ（※２）を行った場合、7万円が支給されます。

※１ 人材育成支援コース（人材育成訓練）の場合
※２ ５％以上の賃上げ又は資格等手当を就業規則等に規定し、訓練受講者に実際に資格等手当を支払い３％以上賃金を上昇させた場合

より高い処遇への労働移動等への支援

特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）

早期再就職支援等助成金（雇入れ支援コース、中途採用拡大コース）

• 雇入れ支援コース：事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者を早期に無期雇用で雇

入れ、雇入れ前と比較して５％以上賃上げした場合に助成します。

• 中途採用拡大コース：中途採用者の雇用管理制度を整備した上で、中途採用率を一定以上拡大させ

た場合及び中途採用率を一定以上拡大させ、そのうち45歳以上の者で一定以上拡大させ、かつ当

該45歳以上の者全員を雇入れ前と比較して５％以上賃上げした場合に助成します。

産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）

• 在籍型出向により労働者をスキルアップさせ、復帰後の賃金を復帰前と比較し５％以上増加させた

場合に助成（上限額8,635円／１人１日あたり（１事業主あたり1,000万円））します。

• ハローワーク等を通じ、高年齢者や障害者、就職氷河期世代を含む中高年層など（就職困難者等）を

継続して雇用する事業主に助成（30万円～240万円）

• これら就職困難者等を就労経験のない職種で雇い入れ、①成長分野（デジタル、グリーン）の業務に

従事する労働者の雇入れ、②人材育成（人材開発支援助成金の活用）及び雇入れから3年以内に５％

賃上げのいずれかを実施した場合、1.5倍の助成金を支給
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